
○本資料は独立行政法人の令和３事業年度の事業報告書の分析結果を取りまとめたものである。令和３事業年度は「独立行政法人の事業報告に関す

るガイドライン（平成30年９月３日）」適用３年目であり、同ガイドラインに示された考え方が一定程度浸透したものと考えられることから、事業報告書の

分析によりその作成状況を紐解くことで、今後の各法人における事業報告書の更なる充実に資することを目的とするものである。

〇「独立行政法人の事業報告書に係る「標準的な様式」 （平成30年12月27日）」では、最低限記載するべき事項として16の記載事項が定められているこ

とから、本資料では各法人の事業報告書について、この16の記載事項ごとに記載内容・記載量の分析をしている。

○本資料は、各独立行政法人の事業報告書に対する正否を示すものではなく、独立行政法人の実務を拘束するものでもない。また、単純な記載量の増

加を促すものでもない。

独立行政法人における令和３事業年度事業報告書の分析結果 資料1

【凡例】

〇独立行政法人通則法（平成11年法律第103号） … 通則法

〇独立行政法人の財務報告に関する基本的な指針（平成29年９月１日）

… 基本的な指針

〇独立行政法人の事業報告に関するガイドライン（平成30年９月３日）

… ガイドライン

○独立行政法人の事業報告書に係る「標準的な様式」について（平成30年12月27日）

… 標準的な様式

【分析の前提】

○全体のページ数は、表紙、目次を除き、参考資料を含むページ数とする。

○記載事項別のページ数は0.1ページ単位で集計し、余白は集計対象に含めないも
のとする。

○記載事項別のページ数集計においては、「標準的な様式」と異なる記載事項名を使
用している場合であっても、記載内容が「標準的な様式」が要求する記載事項に沿っ
たものである場合には、当該記載事項に該当するものとして集計の対象とする。

○令和3年度末の常勤職員数を基準に300人未満の法人を「小規模法人」、300人以
上の法人を「大規模法人」と分類する。

【「標準的な様式」が定める事業報告書の記載事項】

１．法人の長によるメッセージ

２．法人の目的、業務内容

３．政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション）

４．中期目標

５．法人の長の理念や運営上の方針・戦略等

６．中期計画及び年度計画

７．持続的に適正なサービスを提供するための源泉

８．業務運営上の課題・リスク及びその対応策

９．業績の適正な評価の前提情報

１０．業務の成果と使用した資源との対比

１１．予算と決算との対比

１２．財務諸表

１３．財政状態及び運営状況の法人の長による説明情報

１４．内部統制の運用に関する情報

１５．法人の基本情報

１６．参考情報



目 次

・ 全体の状況（分量）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１

・ 全体の状況（構成）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３

・ 「１．法人の長によるメッセージ」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５

・ 「２．法人の目的、業務内容」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７

・ 「３．政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション）」・・・・・・・８

・ 「４．中期目標」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10

・ 「５．法人の長の理念や運営上の方針・戦略等」 ・・・・・・・・・・・・・・・・1 2

・ 「６．中期計画及び年度計画」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1 4

・ 「７．持続的に適正なサービスを提供するための源泉」 ・・・・・・・・・・・・1 6

・ 「８．業務運営上の課題・リスク及びその対応策」・・・・・・・・・・・・・・・ 1 9

・ 「９．業績の適正な評価の前提情報」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2 1

・ 「10．業務の成果と使用した資源との対比」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・23

・ 「11．予算と決算との対比」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 24

・ 「12．財務諸表」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・25

・ 「13．財政状態及び運営状況の法人の長による説明情報」・・・・・・・・・・・・ 26

・ 「14．内部統制の運用に関する情報」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・28

・ 「15．法人の基本情報｣｢16．参考情報」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 30

・ その他参考事例（ストーリー性） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 31

・ その他参考事例（法人の強みや基盤を維持･創出していくための源泉） ・・・・・・・・33



全体の状況（分量）（１／２）

○事業報告書全体の平均ページ数は41.0ページとなっている。常勤職員数300人以上の法人（以下：大規模法人）の平均ページ数は43.9ページ、300人

未満の法人（以下：小規模法人）の平均ページ数は36.6ページで大規模法人の平均ページ数が多い。特に行政執行法人では平均ページ数に約2倍

の差が生じており、その傾向が顕著である。一方で、国立研究開発法人では、僅かながら小規模法人の方が平均ページ数が多くなっている。

○法人類型別の平均ページ数は各類型とも増加傾向にあり、情報量の充実が図られている。
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全体の状況（分量） （２／２）

○ページ数は、全体では30ページ台、50ページ台の法人数が多く、法人
分類別では、中期目標管理法人で30ページ台の法人が、行政執行法人で
は50ページ以上の法人が多い。 19ページ以下の法人は1法人のみであり、
全12ページと極めて少ないページ数であるが、別途、業務概況書を作成し
ており多くの記載事項を業務概況書等から参照している。

○中期目標管理法人は40ページ以上の法人の割合が増加している。

○国立研究開発法人は3類型の中で最も29ページ以下の法人の割合が
高いが、その割合は年々減少している。

○行政執行法人では、令和２事業年度以降50ページ以上の法人割合が
増加し、半数以上の法人が50ページ以上の記載となっている。
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全体の状況（構成） （１／ ２） 3

○「標準的な様式」と異なる構成で事業報告書を作成している法人の割合は47％となっており、約半数の法人で何らかの修正を加えている。

○主な修正内容は次のとおり。

・令和3年度のトピックや活動成果・活動実績をまとめた記載事項を設けている法人が22法人、「その他の源泉の状況」を記載している法人が17
法人と多くなっている。なお、「その他の源泉の状況」は、「実態を踏まえた例示」で例示されている記載事項である。

・「財務諸表」と「財政状態及び運営状況」や「科目の説明情報」をまとめ、財務に関連する情報をまとめて記載している事例も複数見られた。

○その他の事例としては、以下のような事例があり、関連する記載事項をまとめて記載する事例が見られる。

・「法人の長のメッセージ」と「法人の長の理念や運営上の方針・戦略等」をまとめて記載している事例

・「中期目標」、「中期計画及び年度計画」をまとめて記載している事例

・「業務運営上の課題・リスク及びその対応策」と「ガバナンスの状況」をまとめて記載している事例

・「法人の目的、業務内容」と「法人の基本情報」をまとめて記載している事例 等

様式と同じ
構成, 53%

様式と異なる
構成, 47%

「標準的な様式」（抜粋）

独立行政法人は、以下のような事業報告書に関連する独立行政法
人の主な特性に基づき、独立行政法人の実態を踏まえて提供すべ
き情報を判断し、必要に応じて「標準的な様式」及び「標準的な
様式（３類型）」を修正することができる。

・ 事務・事業の特性を踏まえた独立行政法人の分類

・ 財源構造の違いを踏まえた独立行政法人の分類

・ 独立行政法人における利益処分の仕組み及び区分経理の取扱い

１．記載内容の分析

ガイドライン（抜粋）

5.6 独立行政法人の実態を踏まえて提供すべき情報は、基本的に相互
関連性を有することから、独立行政法人の実態を踏まえて提供すべき
情報について、標準的な様式で示される情報の配置等の考え方に限定
するのではなく、むしろ柔軟な取扱いによることが有用である。
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「財務諸表」と「要約した財務諸表の科目の説
明」をまとめて記載

「財務諸表」と「財政状態及び運営状況の法人の
長による説明情報」をまとめて記載

「標準的な様式」と異なる記載順としている

「その他の源泉の状況（法人の強みや基盤を維
持・創出していくための源泉）」を記載している

令和3年度のトピック、活動成果・活動実績をまと
めた記載事項を設けている

「標準的な様式」の構成との主な相違点



全体の状況（構成） （２／ ２）

事業報告書の記載事項別ページ数（注） 単位：ページ

法人ごとの記載ページ数に差のある記載事項

○10.業務の成果と使用した資源との対比

・評価に至った根拠として各事業の業務実績等を詳細にする
などした一部の法人で平均ページ数を大幅に上回っている。

○9.業務の適正な評価の前提情報

・幅広い事業について事業概要を説明している法人でページ
数が多くなっており、事業概要説明が主要な事業のみの法
人でページ数が少なくなっている。

○6.中期計画及び年度計画

・法人ごとに中期計画・年度計画自体に項目数の差があるこ
とに加え、概要説明の程度にも差が生じており、ページ数に
差が大きい記載事項となっている。

法人ごとの記載ページ数に差のない記載事項

○11.予算と決算の対比

・各法人ともに決算報告書の概要を記載しているのみであり、
記載ページ数、記載内容ともに法人ごとの差は小さい記載事
項である。

○2.法人の目的、業務内容

・各法人ともに個別法の内容を抜粋しており、記載ページ数、
記載内容ともに法人ごとの差は生じていない記載事項である。

○3.政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション）

・国の政策体系との関係を説明するにあたり、文章で説明す
るか、政策体系図を用いた図で説明するかの形式的な差は
あるものの、内容に大きな相違は生じていない。

4

２．記載ページ数の分析

平均 最大 最小 標準偏差

１．法人の長によるメッセージ 1.9 14.6 0.1 2.2
２．法人の目的、業務内容 0.8 5.0 0.3 0.5
３．政策体系における法人の位置付
け及び役割（ミッション） 1.0 4.0 0.1 0.6
４．中期目標 1.2 2.5 0.3 0.5
５．法人の長の理念や運営上の方
針・戦略等 1.1 5.0 0.1 0.8
６．中期計画及び年度計画 3.6 14.0 0.1 2.7
７．持続的に適正なサービスを提供
するための源泉 4.8 13.0 1.6 2.3
８．業務運営上の課題・リスク及び
その対応策 1.5 5.0 0.3 1.0
９．業績の適正な評価の前提情報 3.2 19.5 0.1 3.6
１０．業務の成果と使用した資源と
の対比 2.5 34.0 0.2 3.9
１１．予算と決算との対比 0.8 2.1 0.3 0.3
１２．財務諸表 2.4 7.0 1.3 0.7
１３．財政状態及び運営状況の法人
の長による説明情報 1.6 6.4 0.4 1.1
１４．内部統制の運用に関する情報 1.2 3.1 0.1 0.7
１５．法人の基本情報 4.5 11.4 2.0 1.7
１６．参考情報 3.4 16.3 1.4 1.9
（注）「標準的な様式」と大きく異なる構成とした2法人については記載事項別の集計が困難であるた
め、集計対象に含めていない。以降の記載ページ数の分析においても同様である。



記載事項「１．法人の長によるメッセージ」 （１／ ２） 5

〇平均ページ数は1.9ページ。法人類型別では、行政執行法人の
平均ページ数が少ない。
〇半数以上の49法人が１ページ未満の記載量。2ページを超える
法人も14法人ある。
〇最大14.6ページ、最小0.1ページ。活動実績・成果を詳細に記
載した結果、10ページを超える記載量の法人が2法人ある。

１．記載内容の分析

〇法人や業務の概要、法人を取り巻く環境や課題、活動実績や成果を記載している法人の割合が高い。この他、独自のビジョン
や改革プラン、法人の強み、重点項目などを記載している法人が見られる。

〇記載している事柄としては、コロナへの対応（37法人）、ガバナンス・内部統制（18法人）、DX化、ICT化（18法人）に言及
している法人が多くなっている。また、SDGｓ・ESG（14法人）、業務効率化・成果最大化（12法人）、働き方改革（8法人）な
どの記載も見られた。

２．記載ページ数の分析

・当事業年度の事業概要、法人を巡る運営環境、重要な業
務運営上の出来事等を説明する。

「標準的な様式」における「標準的な記載例」（抜粋）BC4.10 本ガイドラインでは、「基本的な指針」の整理を踏まえると、法人
の長の理念等に関する、より具体的な項目は、法人の長による説明という
観点に重点を置くべきと考えた。

ガイドライン（抜粋）

記載内容
法人や業務の概要 41/53 (77%) 23/27 (85%) 5/7 (71%) 69/87 (79%)
法人を取り巻く環境・課題 44/53 (83%) 11/27 (41%) 4/7 (57%) 59/87 (68%)
活動実績・成果・取組 32/53 (60%) 16/27 (59%) 5/7 (71%) 53/87 (61%)
令和4年度以降の取組 13/53 (25%) 4/27 (15%) 2/7 (29%) 19/87 (22%)
組織運営上の取組 17/53 (32%) 11/27 (41%) 4/7 (57%) 32/87 (37%)

行政執行法人中期目標管理法人 国立研究開発法人 全体
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【法人類型別】ページ数別の法人数と平均ページ数

1ページ以下 1ページ超 2ページ超 平均ページ数

(法人数) (ページ数)



当事業年度と当中期計画期間の活動内容・成果につい
て総括を記載している事例

記載事項「 １．法人の長によるメッセージ」 （２／ ２） 6

（都市再生機構）

（日本原子力研究開発機構）

活動実績の総括や将来の計画について記載した事例

（注）点線の赤色の枠は事務局で付したもの。以降のページにおいても同様である。

https://www.ur-net.go.jp/aboutus/jkoukai/jigyo/lrmhph000001w4yn-att/lrmhph000001w528.pdf
https://www.jaea.go.jp/study_results/annual_report/2022/pdf/c1.pdf


記載事項「 ２．法人の目的、業務内容」 7

記載事例

（水産研究・教育機構）

個別法に記載の目的、業務内容を記載しており、法人ごとの記

載内容に大きな差異は見られない。

２．法人の目的、業務内容
（１）法人の目的

独立行政法人は○○は、・・・を目的としています。（○○法
第○条）

（２）業務内容
当法人は、○○法第○条の目的を達成するため以下の業務を

行います。
ⅰ ・・・・
ⅱ ・・・・

１．記載内容の分析

〇平均0.8ページ、最大5ページ、最小0.3ページ。

〇半数以上の44法人が0.5ページ超1ページ以内の記載量。

〇国立研究開発法人で0.5ページ以下の法人の割合が多い。

「標準的な様式」における「標準的な記載例」（抜粋）

２．記載ページ数の分析
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【法人類型別】ページ数別の法人数と平均ページ数

0.5ページ以下 0.5ページ超 1ページ超 2ページ超 平均ページ数

(法人数) (ページ数)

https://www.fra.affrc.go.jp/kitei/business_reports/R03report.pdf


記載事項「 ３．政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション）」 （１／ ２） 8

記載内容
文章による説明のみ 7/53 (13%) 3/27 (11%) 0/7 (0%) 10/87 (11%)
政策体系図のみ 10/53 (19%) 8/27 (30%) 1/7 (14%) 19/87 (22%)
政策体系図と文章による説明 35/53 (66%) 16/27 (59%) 6/7 (86%) 57/87 (66%)
中期目標等のリンクのみ 1/53 (2%) 0/7 (0%) 0/7 (0%) 1/87 (1%)

中期目標管理法人 国立研究開発法人 行政執行法人 全体

〇平均ページ数は1.0ページ。

〇最大ページ数は4.0ページ、最小ページ数は0.1ページ。

〇0.5ページ以下が22法人、 0.5ページ超1ページ以下が42法人と、大半
の法人が１ページ未満の記載量である。

〇政策体系図を記載している法人は合計で88％と大半を占めており、66％の法人で文章による説明も加えている。

１．記載内容の分析

・ 国の政策を実現するための実施機関という独立行政法人制度の趣

旨を踏まえ、国の政策・施策・事務事業の体系（以下「政策体系」と

いう。）の中で法人の業務がどのように位置付けられるか等を説明す

る。

例えば、中期目標の冒頭に記載されている「政策体系における法人

の位置付け及び役割（ミッション）」といった法人全体を総括する章

を参考に、国の政策体系において法人の業務がどのように位置付けら

れるかを明らかにした資料（政策体系図等）を添付するなど、全体像

を簡潔に説明する。

「標準的な様式」における「標準的な記載例」（抜粋）

２．記載ページ数の分析

BC4.9「基本的な指針」では、独立行政法人は、主務大臣が示した
ミッション及びそれを踏まえた目標に加えて、これらを法人の長が
どのように達成していくか、法人の長の運営に関するビジョンも含
めた理念等に関する情報を提供すべきであるとしている。

ガイドライン（抜粋）
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【法人類型別】ページ数別の法人数と平均ページ数

0.5ページ以下 0.5ページ超 1ページ超 2ページ超 平均ページ数

(法人数) (ページ数)



記載事項「 ３．政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション）」 （２／ ２） 9

（都市再生機構）

（国立環境研究所）

政府方針、法人の役割、中期計画・中期目標との関係性をわかりやすく記載した事例

https://www.ur-net.go.jp/aboutus/jkoukai/jigyo/lrmhph000001w4yn-att/lrmhph000001w528.pdf
https://www.nies.go.jp/kihon/zaimu/2.pdf


記載事項「 ４．中期目標」 （１／ ２） 10

記載内容

一定の事業等のまとまりごとの区分名 46/53 (87%) 23/27 (85%) 7/7 (100%) 76/87 (87%)

一定の事業等のまとまりごとの目標概要 10/53 (19%) 9/27 (33%) 3/7 (43%) 22/87 (25%)

一定の事業等のまとまりごとの業務概要 5/53 (9%) 6/27 (22%) 2/7 (29%) 13/87 (15%)

一定の事業等のまとまりとセグメントの関係 38/53 (72%) 19/27 (70%) 3/7 (43%) 60/87 (69%)

一定の事業等のまとまりと勘定の関係 17/53 (32%) 1/27 (4%) 0/7 (0%) 18/87 (21%)

中期目標管理法人 国立研究開発法人 行政執行法人 全体

〇平均ページ数は1.2ページ。

〇最大ページ数は2.5ページ、最小ページ数は0.3ページ。

〇全体の半数以上となる42法人が0.5ページ超１ページ以下の記載量と
なっている。

〇一定の事業等のまとまりごとの区分名を記載している法人は87％と、大半の法人が記載している。一方、一定の事業等のまとまりごと
の目標概要を記載している法人は25％と少なく、特に中期目標管理法人では19％に留まる。

〇一定の事業等のまとまりとセグメントの関係を記載している法人は69％と多く、勘定との関係も21％の法人で記載されていた。

１．記載内容の分析

（２）一定の事業等のまとまりごとの目標
当法人は、中期目標における一定の事業等のまとまりごとの区分
に基づくセグメント情報を開示しています。
具体的な区分名は、以下のとおりです。
ⅰ ・・・
ⅱ ・・・

「標準的な様式」における「標準的な記載例」（抜粋）

２．記載ページ数の分析

1.19 事業報告書で提供される情報等は、一定の事業等のまとまりご
との目標も踏まえて整理する必要がある。

ガイドライン（抜粋）
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記載事項「 ４．中期目標」 （２／ ２）

一定の事業等のまとまりごとの目標を記載
している事例

（物質・材料研究機構）

一定の事業等のまとまりと勘定の関
係を記載している事例

（福祉医療機構）

11

https://www.nims.go.jp/nims/disclosure/hdfqf100000016uy-att/NIMSbusinessreport_latest.pdf
https://www.wam.go.jp/hp/wp-content/uploads/jigyouhoukoku_r03.pdf


記載事項「 ５．法人の長の理念や運営上の方針・戦略等」 （１／ ２） 12

〇平均ページ数は1.1ページ。

〇半数以上の43法人が0.5ページ超１ページ以下の記載量。

〇最大ページ数は5.0ページ、最小ページ数は0.1ページ。

〇経営理念や基本理念等を記載している法人は78％、運営方針や基本方針などを記載している法人は60％、行動指針や行動規範
等は47％といずれの項目とも多くの法人が記載している。

〇重点戦略や事業戦略等を記載している法人は16％に留まる。

〇法人類型別では、国立研究開発法人で行動指針等を、行政執行法人で重点戦略等を記載する法人の割合が少ない。

〇下記以外の項目として、使命、組織目標、Commitment、宣言、心構えなどを記載している法人がある。

１．記載内容の分析

５．法人の長の理念や運営上の方針・戦略等
当法人は、・・・・・を理念としています。
また、運営上の方針として、・・・・・を定めています。

「標準的な様式」における「標準的な記載例」（抜粋）

２．記載ページ数の分析

BC4.9 「基本的な指針」では、独立行政法人は、主務大臣が示し
たミッション及びそれを踏まえた目標に加えて、これらを法人の長
がどのように達成していくか、法人の長の運営に関するビジョンも
含めた理念等に関する情報を提供すべきであるとしている。

ガイドライン（抜粋）

記載内容
経営理念/基本理念　等 41/53 (77%) 21/27 (78%) 6/7 (86%) 68/87 (78%)
運営方針/基本方針　等 31/53 (58%) 18/27 (67%) 3/7 (43%) 52/87 (60%)
行動指針（規範）/倫理指針　等 30/53 (57%) 7/27 (26%) 4/7 (57%) 41/87 (47%)
(重点,全体,事業)戦略　等 8/53 (15%) 5/27 (19%) 1/7 (14%) 14/87 (16%)

行政執行法人中期目標管理法人 国立研究開発法人 全体
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【法人類型別】ページ数別の法人数と平均ページ数

0.5ページ以下 0.5ページ超 1ページ超 2ページ超 平均ページ数
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記載事項「 ５．法人の長の理念や運営上の方針・戦略等」 （２／ ２）

事業戦略を記載している事例

（製品評価技術基盤機構）

重点戦略を記載している事例

（国立高等専門学校機構）

13

https://www.nite.go.jp/data/000138555.pdf
https://www.kosen-k.go.jp/Portals/0/resources/information/R3jigyouhoukoku.pdf


記載事項「 ６．中期計画及び年度計画」 （１／ ２） 14

〇平均ページ数は3.6ページ。国立研究開発法人が3.9ページと多
く、行政執行法人が3.2ページと少ない。

〇2ページ以下の法人が27法人、2ページ超4ページ以下の法人が36
法人で、半数以上の法人が4ページ以下の記載量。

〇最大ページ数は14.0ページ、最小ページ数は0.1ページで、法人
ごとにページ数の差が大きい記載事項である。

〇大半の法人が、中期計画・年度計画（事業計画）の項目に加え、その概要や定量目標を記載している。

〇項目のみを記載している法人は15法人で、国立研究開発法人の33％が項目のみの記載である。

〇「その他」には、概要のみを記載した法人（3法人）、定量目標のみを記載した法人（1法人）、ＨＰアドレスのみを記載した
法人（1法人）がある。

１．記載内容の分析

・ 中期計画については中期目標の重要度等を踏まえて簡潔に説明

し、年度計画については中期目標の優先度等を踏まえて簡潔に説

明する。

・ 詳細については、中期計画及び年度計画を参照すべき旨、記載

する。

「標準的な様式」における「標準的な記載例」（抜粋）

２．記載ページ数の分析

BC4.11 中期目標を達成するための中期計画について重要度等を踏ま

えて簡潔に説明すること、また優先度等を踏まえた年度計画について

簡潔に説明すること

ガイドライン（抜粋）

記載内容
項目のみ 5/53 (9%) 9/27 (33%) 1/7 (14%) 15/87 (17%)
項目と概要 9/53 (17%) 6/27 (22%) 3/7 (43%) 18/87 (21%)
項目と定量目標 12/53 (23%) 4/27 (15%) 0/7 (0%) 16/87 (18%)
項目と概要、定量目標 24/53 (45%) 6/27 (22%) 3/7 (43%) 33/87 (38%)
その他 3/53 (6%) 2/27 (7%) 0/7 (0%) 5/87 (6%)

行政執行法人中期目標管理法人 国立研究開発法人 全体
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【法人類型別】ページ数別の法人数と平均ページ数

2ページ以下 2ページ超 4ページ超 6ページ超
8ページ超 10ページ超 平均ページ数
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記載事項「 ６．中期計画及び年度計画」 （２／ ２）

（防災科学技術研究所）

中期目標の変遷を記載している事例計画概要や評価指標を記載している事例

（中小企業基盤整備機構）

15

https://www.bosai.go.jp/introduction/open/pdf/03jigyo.pdf
https://www.smrj.go.jp/org/info/data/report/frr94k0000000fqm-att/r3_01_jigyohokoku_20220829.pdf


記載事項「 ７．持続的に適正なサービスを提供するための源泉」 （１／ ３） 16

１．記載内容の分析

（６）社会及び環境への配慮等の状況

当法人は、社会及び環境への配慮の方針として、○○を定め

ており、△△の取組みをすることとしています。

（記載上の留意事項）

・ 環境報告書の公表が予定されている場合には、

その旨を記載する。

「標準的な様式」における「標準的な記載例」（抜粋）

〇「（６）社会及び環境への配慮等の状況」として記載している内容では、環境物品の調達やカーボンニュートラルなど環境への
配慮についてはほぼ全ての法人が記載している。次いで、男女共同参画や働き方改革などダイバーシティに関する記載、ＳＤＧｓ
について記載している法人が多い。

〇法人類型別では金融系の法人が属する中期目標管理法人で、グリーンボンドの発行等ソーシャルファイナンスに関する記載が見
られる。

記載内容
環境への配慮 52/53 (98%) 26/27 (96%) 7/7 (100%) 85/87 (98%)
ダイバーシティ・インクルージョン 32/53 (60%) 12/27 (44%) 3/7 (43%) 47/87 (54%)
SDGs 14/53 (26%) 11/27 (41%) 2/7 (29%) 27/87 (31%)
地域貢献・地方創生 10/53 (19%) 5/27 (19%) 2/7 (29%) 17/87 (20%)
ソーシャル・ファイナンス 10/53 (19%) 0/27 (0%) 0/7 (0%) 10/87 (11%)
ＥＳＧ 7/53 (13%) 0/27 (0%) 1/7 (14%) 8/87 (9%)
Society 5.0 2/53 (4%) 3/27 (11%) 0/7 (0%) 5/87 (6%)

中期目標管理法人 国立研究開発法人 行政執行法人 全体

BC4.13 「基本的な指針」の整理のみならず、（略）他の法
令等で作成が求められる報告書等及び（略）事業報告書の目

的等を踏まえると、持続的に適正なサービスを提供するため
の源泉には、例えば、ガバナンスの状況や社会及び環境への

配慮等の状況も含まれるとした。

ガイドライン（抜粋）

（注）組織運営の一環として行われた取組に関する記載を集計の対象としており、事業として実施した取組に関する記載は集計の
対象外としている。



記載事項「 ７．持続的に適正なサービスを提供するための源泉」 （２／ ３） 17

〇平均ページ数は4.8ページ。行政執行法人が5.5ページと多く、中
期目標管理法人が4.5ページと少ない。

〇3ページ以下の法人が23法人、3ページ超5ページ以下の法人が36法
人で、半数以上の法人が5ページ以下のページ数である。

〇最大ページ数は13.0ページ、最小ページ数は1.6ページ。

２．記載ページ数の分析

記載内容の詳細 法人数 記載内容の詳細 法人数
環境への配慮 ダイバーシティ・インクルージョン
・環境物品等の調達 64 ・男女共同参画 32
・カーボンニュートラル・気候変動への対応 53 ・働き方改革・ライフワークバランスの確保等 30
・紙やエネルギーの使用量削減 31 ・障がい者支援（雇用・調達） 22
・廃棄物削減 11 ・職員のキャリアサポート 8
・環境マネジメントシステム 5 地域貢献・地方創生

・地域との連携・協働 10
・中小企業からの調達優先 7

〇記載内容の詳細を見ると、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」に基づく環境物品の調達や、「国等による女
性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基づく働き方改革・ライフワークバランスの確保、「官公需についての中小企
業者の受注の確保に関する法律」に基づく中小企業者からの物品等の調達など、法令と関連する取組を記載している法人が多い。
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【法人類型別】ページ数別の法人数と平均ページ数

3ページ以下 3ページ超 5ページ超 7ページ超 9ページ超 平均ページ数

(法人数) (ページ数)



記載事項「 ７．持続的に適正なサービスを提供するための源泉」 （３／ ３）

社会及び環境への配慮に関する幅広い情報を記載し、内容が充実している事例

18

（環境再生保全機構）

https://www.erca.go.jp/erca/koukai/pdf/r03jigyohokoku.pdf


〇リスク管理体制、情報セキュリティ等の一般的なリスク、リスク・課題の具体的な対応策は約７割の法人が記載している。

〇法人固有の具体的リスクについて記載している割合は約半数に留まっており、国立研究開発法人でその割合が低くなっている。

（注）一般的リスクは情報セキュリティ、人事・ハラスメント関連、コロナウイルス対策等、全ての法人に共通して存在する性質
のリスクを集計している。

記載事項「 ８．業務運営上の課題・リスク及びその対応策」 （１／ ２） 19

〇平均ページ数は1.5ページで、行政執行法人は平均2.0ページでページ
数が多い。

〇1ページ以下の法人が35法人、1ページ超2ページ以下の法人も35法人
で、1ページ前後の記載量の法人が多い。

〇最大ページ数は5ページ、最小ページ数は0.3ページ。

１．記載内容の分析

８（１）リスク管理の状況

・ リスク管理方針及びリスク管理体制（又は体制図）について、
簡潔に説明する。

（２）業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況

・ 業務方法書に記載した内部統制システムの整備に関する事項
のうち、リスクの評価と対応等に基づき法人が識別している主
要な業務運営上の課題・リスク及びその対応策について簡潔に
説明する。

「標準的な様式」における「標準的な記載例」（抜粋）

２．記載ページ数の分析

BC4.16 「基本的な指針」では、独立行政法人は、公共性の高い
サービスが持続的に提供されるかの判断に影響する業務運営上の課
題に加えて、目標の達成を阻害する要因となるリスクや財務に係る
リスク等に関する情報を、その対応策も含めて提供すべきであると
している。

ガイドライン（抜粋）
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【法人類型別】ページ数別の法人数と平均ページ数

1ページ以下 1ページ超 2ページ超 4ページ超 平均ページ数

(法人数) (ページ数)

記載項目
リスク管理体制 38/53 (72%) 21/27 (78%) ７/7 (100%) 66/87 (76%)
一般的なリスク＊ 45/53 (85%) 15/27 (56%) 5/7 (71%) 65/87 (75%)
法人固有の具体的課題・リスク 30/53 (57%) 10/27 (37%) 4/7 (57%) 44/87 (51%)
課題・リスクの具体的な対応策 39/53 (74%) 15/27 (56%) 6/7 (86%) 60/87 (69%)

行政執行法人中期目標管理法人 国立研究開発法人 全体

(注)



記載事項「 ８．業務運営上の課題・リスク及びその対応策」 （２／ ２） 20

固有の課題・リスクを記載している事例

（家畜改良センター）

（郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構） （国立高等専門学校機構）

（大学入試センター）

http://www.nlbc.go.jp/johokokai/zaimujyouhou/r3jigyouhoukoku.pdf
https://www.yuchokampo.go.jp/release/pdf/jigyohoukokusyo_r3.pdf
https://www.kosen-k.go.jp/Portals/0/resources/information/R3jigyouhoukoku.pdf
https://www.dnc.ac.jp/albums/abm.php?d=189&f=abm00001826.pdf&n=%E4%BB%A4%E5%92%8C%EF%BC%93%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%B9%B4%E5%BA%A6%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E5%A0%B1%E5%91%8A%E6%9B%B8.pdf


記載事項「 ９．業績の適正な評価の前提情報」 （１／ ２） 21

記載内容
一定の事業等のまとまりごとに事
業概要を記載している 40/53 (75%) 16/27 (59%) 5/7 (71%) 61/87 (70%)
一定の事業等のまとまりごとに事
業スキーム図を記載している 30/53 (57%) 7/27 (26%) 5/7 (71%) 42/87 (48%)
スキーム図以外の図表による説明
をしている 17/53 (32%) 19/27 (70%) 0/7 (0%) 36/87 (41%)

中期目標管理法人 国立研究開発法人 行政執行法人 全体

〇平均ページ数は3.2ページ。中期目標管理法人が3.8ページと多
く、国立研究開発法人が2.3ページで少ない。

〇半数以上の45法人が2ページ以下の記載量で、10ページ超の法
人も4法人ある。

〇最大ページ数は19.5ページ、最小ページ数は0.1ページと法人
ごとの差が大きい記載事項である。

〇一定の事業等のまとまりごとに事業の全体像を説明している法人は70％であり、一定の事業等のまとまりごとに事業スキーム図
を記載している法人は48％と半数程度である。事業スキーム図以外の図表で説明している法人も41％を占めており、国立研究開発
法人でその割合が高い。

・「６．中期計画及び年度計画」における一定の事業等のまとまりご

とに、各事業の構造について、例えば主要な事業のスキーム図を活用

すること等により、全体像を簡潔に説明する。

１．記載内容の分析

「標準的な様式」における「標準的な記載例」（抜粋）

２．記載ページ数の分析

BC4.20 本ガイドラインでは、業績の適正な評価の前提情報が、例え

ば、一定の事業等のまとまりごとの事業構造の説明として、事業ス

キーム図を用いて説明されるものとした。

ガイドライン（抜粋）
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記載事項「 ９．業績の適正な評価の前提情報」 （２／ ２） 22

（森林研究・整備機構）
（工業所有権情報・研修館）

一定の事業等のまとまりごとに事業概要・
事業スキームを示している事例

財源種類や金額、活動成果指標も

記載している事例

https://www.ffpri.affrc.go.jp/koukaijouhou/gyoumu/documents/jigyouhoukoku-r03.pdf
https://www.inpit.go.jp/about/gyomu/zhoukoku/r03zjigyouhou.pdf


記載事項「 １０．業務の成果と使用した資源との対比」 23

記載事例

（土木研究所）

〇各法人とも業務実績等報告書の概要を記載しており、法人ご
との記載内容の差はほとんど見られない。

〇評価に至った根拠として、各事業の業績実績評価を記載して
いる事例、重点課題や評価項目・業務ごとの実績・成果を記載
している事例も見られた。

１．記載内容の分析

〇平均ページ数は2.5ページで、国立研究開発法人、行政執行法
人の平均ページ数が多い。

〇半数以上の52法人が1ページ超2ページ以下の記載量。

〇最大ページ数は34ページ、最小ページ数は0.2ページ。

・ 「６．中期計画及び年度計画」における項目の評定につい
て、業務実績等報告書における項目別評定を総括した情報に

基づき記載する。

「標準的な様式」における「標準的な記載例」（抜粋）

２．記載ページ数の分析
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【法人類型別】ページ数別の法人数と平均ページ数

1ページ以下 1ページ超 2ページ超 4ページ超 6ページ超 平均ページ数

(法人数) (ページ数)

https://www.pwri.go.jp/jpn/about/zaimu/2021/jigyou-houkoku-r3.pdf


記載事項「 １１．予算と決算との対比」 24

記載事例

（家畜改良センター）

〇各法人、決算報告書の概要を記載しており、法人ごとの記載
内容に大きな差異は見られない。

〇平均ページ数は0.8ページ。

〇大半の法人が1ページ以下の記載量

〇最大ページ数は2.1ページ、最小ページ数は0.3ページと法人
ごとの差が小さい記載事項である。

１．記載内容の分析

・法人全体の決算報告書を記載する。

・決算報告書の「備考」を参考に、差額理由を簡潔に記載する。

「標準的な様式」における「標準的な記載例」（抜粋）

２．記載ページ数の分析
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0.5ページ以下 0.5ページ超 1ページ超 2ページ超 平均ページ数

(法人数) (ページ数)

http://www.nlbc.go.jp/johokokai/zaimujyouhou/r3jigyouhoukoku.pdf


記載事項「１２．財務諸表」 25

記載事例

（森林研究・整備機構）

〇平均ページ数は2.4ページ。

〇56法人が2ページ超3ページ以下の記載量。

〇最大ページ数は7ページ、最小ページ数は1.3ページ。

１．記載内容の分析

〇各法人、財務諸表の概要を記載しており、法人ごとの記載内
容に大きな差異は見られないが、財政状態・運用状況の説明、
勘定科目の説明を記載している法人もある。

・要約した財務諸表を記載する。

「標準的な様式」における「標準的な記載例」（抜粋）

２．記載ページ数の分析
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【法人類型別】ページ数別の法人数と平均ページ数

2ページ以下 2ページ超 3ページ超 5ページ超 平均ページ数

(法人数) (ページ数)

https://www.ffpri.affrc.go.jp/koukaijouhou/gyoumu/documents/jigyouhoukoku-r03.pdf


記載事項「 １３．財政状態及び運営状況の法人の長による説明情報」 （１／ ２） 26

〇平均ページ数は1.6ページで、行政執行法人では2.5ページと平
均ページ数が多い。

〇1ページ以下が29法人、1ページ超2ページ以下が44法人と大半
の法人が1ページ前後の記載量。

〇最大6.4ページ、最小0.4ページ。

〇全ての法人が文章で増減理由等の説明を行っており、このうちグラフや図などを用いて説明している法人は14％に留まる。

〇13％の法人で、法人単位以外にセグメント別、勘定別財務情報の経年比較等を記載している。

〇行政コストの説明や債券発行状況など資金調達に関する情報、減損兆候資産についての説明を記載している事例もある。

１．記載内容の分析

・事業報告書に記載した独立行政法人の業務運営の状況に関して、国

民その他の利害関係者の理解が促進するように、法人の長による財政

状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況のうち、主要な財務

データに関する分析、検討内容等を簡潔に説明する。

・「12．財務諸表」における要約した財務諸表について説明する。

・当事業年度に係る主要な財務データの分析を基本とするが、経年比

較・分析をしても良い。

「標準的な様式」における「標準的な記載例」（抜粋）

２．記載ページ数の分析

BC4.27 本ガイドラインでは、独立行政法人の財政状態及び運営状況

の適切な把握に資する情報には、以下のような情報が含まれるとした。

・ 要約した財務諸表 ・主要な財務データの分析・経年比較

・ 内部統制システムの運用状況の概要

ガイドライン（抜粋）
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【法人類型別】ページ数別の法人数と平均ページ数

1ページ以下 1ページ超 2ページ超 平均ページ数

(法人数) (ページ数)

記載内容

文章による増減理由等の説明 53/53 (100%) 27/27 (100%) 7/7 (100%) 87/87 (100%)

収益・費用や資産・負債等の
内訳・経年推移を示す図表

8/53 (15%) 2/27 (7%) 2/7 (29%) 12/87 (14%)

セグメント別・勘定別の経年比
較・分析

7/53 (13%) 1/27 (4%) 3/7 (43%) 11/87 (13%)

中期目標管理法人 国立研究開発法人 行政執行法人 全体



記載事項「 １３．財政状態及び運営状況の法人の長による説明情報」 （２／ ２） 27

・財務諸表と増減理由等の説明、科目の説明をまとめて記載している。

・財務諸表を2年比較で示している。

・5か年の推移をグラフで示している。

（中小企業基盤整備機構）

財務諸表に関連する情報をまとめて記載している事例

https://www.smrj.go.jp/org/info/data/report/frr94k0000000fqm-att/r3_01_jigyohokoku_20220829.pdf


記載事項「 １４．内部統制の運用に関する情報」 （１／ ２） 28

記載内容
内部統制委員会の開催状況 42/53 (79%) 22/27 (81%) 6/7 (86%) 70/87 (80%)
監事監査・内部監査 36/53 (68%) 16/27 (59%) 7/7 (100%) 59/87 (68%)
リスク管理委員会 21/53 (40%) 12/27 (44%) 5/7 (71%) 38/87 (44%)
入札・契約 39/53 (74%) 17/27 (63%) 5/7 (71%) 61/87 (70%)
コンプライアンス委員会 13/53 (25%) 4/27 (15%) 2/7 (29%) 19/87 (22%)
予算の適切な配分 23/53 (43%) 8/27 (30%) 1/7 (14%) 32/87 (37%)
情報セキュリティ委員会 12/53 (23%) 2/27 (7%) 0/0 (0%) 14/87 (16%)
研究不正防止 3/53 (6%) 8/27 (30%) 0/0 (0%) 11/87 (13%)
研修 11/53 (21%) 5/27 (19%) 1/7 (14%) 17/87 (20%)
連絡会議等 13/53 (25%) 8/27 (30%) 2/7 (29%) 23/87 (26%)

中期目標管理法人 国立研究開発法人 行政執行法人 全体

〇平均ページ数は、1.2ページ。

〇1ページ前後の記載量となる法人が多く、0.5ページ以下の記
載量の法人も16法人存在する。

〇最大ページ数は3.1ページ、最小ページ数は0.1ページ。

〇主要な記載内容は下記の通りであり、内部統制委員会、監事監査・内部監査、入札・契約に関する情報を記載している法人が多い。

〇下表記載内容の他、情報システム、資金管理、公益通報窓口、指揮命令系統の明確化等を記載している事例がある。

１．記載内容の分析

・ 当事業年度における内部統制委員会の開催状況など、内部統制シ

ステムの運用状況について簡潔に説明する。

「標準的な様式」における「標準的な記載例」（抜粋）

２．記載ページ数の分析

BC4.27 本ガイドラインでは、独立行政法人の財政状態及び運営状況の適切

な把握に資する情報には、以下のような情報が含まれるとした。

・ 要約した財務諸表 ・主要な財務データの分析・経年比較

・ 内部統制システムの運用状況の概要

ガイドライン（抜粋）
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【法人類型別】ページ数別の法人数と平均ページ数
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(法人数) (ページ数)



記載事項「 １４．内部統制の運用に関する情報」 （２／ ２） 29

（空港周辺整備機構）

（郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構）

内部統制の基本要素に沿って説明している事例内部統制組織の相関図を記載している事例

https://www.oeia.or.jp/zaimu/pdf/R3_jigyouhoukoku.pdf
https://www.yuchokampo.go.jp/release/pdf/jigyohoukokusyo_r3.pdf


記載事項「 １５．法人の基本情報｣｢１６．参考情報」 30

〇各法人とも要約した財務諸表の科目の説明や、その他公表資
料等との関係の説明など「標準的な様式」に定められた記載事
項を記載しており、法人ごとの記載内容に大きな差異は見られ
ない。

１．記載内容の分析

〇平均ページ数は4.5ページ。

〇半数以上の48法人が3ページ超5ページ以下の記載量。

〇最大ページ数は11.4ページ、最小ページ数は2ページ。

〇各法人とも沿革や設立に係る根拠法など、「標準的な様式」
に定められた記載事項を記載しており、法人ごとの記載内容に
大きな差異は見られない。

〇平均ページ数は、3.4ページ。

〇2ページ超3ページ以下の記載量の法人が34法人で最も多い。

〇最大ページ数は16.3ページ、最小ページ数は1.4ページ。

１．記載内容の分析

２．記載ページ数の分析

１６．参考情報１５．法人の基本情報

・15．（１）沿革、（２）設立に係る根拠法、（３）主務大
臣、（４）組織図、（５）事務所（従たる事務所を含む）の

所在地、（６）主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益
法人等の状況、（７）主要な財務データの経年比較、（８）

翌事業年度に係る予算、収支計画及び資金計画

「標準的な様式」における「標準的な記載例」（抜粋）
・「12．財務諸表」における要約した財務諸表の科目について、
内容を簡潔に説明する。

「標準的な様式」における「標準的な記載例」（抜粋）

２．記載ページ数の分析
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【法人類型別】ページ数別の法人数と平均ページ数

2ページ以下 2ページ超 3ページ超 5ページ超 平均ページ数
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その他参考事例（ストーリー性） （１／ ２）

価値創造ガイダンスに基づくマネジメント全体図を記載している事例

31

（製品評価技術基盤機構）

https://www.nite.go.jp/data/000138555.pdf


その他参考事例（ストーリー性） （２／ ２）

価値創造ストーリーを記載している事例

32

（環境再生保全機構）

https://www.erca.go.jp/erca/koukai/pdf/r03jigyohokoku.pdf


その他参考事例（法人の強みや基盤を維持･創出していくための源泉） （１／ ３） 33

（海洋研究開発機構）

保有する技術について記載している事例

（国立印刷局）

https://www.jamstec.go.jp/j/about/disclosure/data/pdf/2021/jigyou.pdf
https://www.npb.go.jp/ja/guide/uploads/20220630jigyou.pdf
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保有資産について記載している事例

（海上・港湾・航空技術研究所）

（国立科学博物館）

https://www.mpat.go.jp/disclosure/source/jigyohoukoku_r3.pdf
https://www.kahaku.go.jp/disclosure/financial/imgs/report_r03.pdf
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人的資本について記載している事例

35

（日本原子力研究開発機構）

https://www.jaea.go.jp/study_results/annual_report/2022/pdf/c1.pdf
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法人
類型

法人名

中
期
管
理
法
人

○北方領土問題対策協会
○国民生活センター
○郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構
○国際協力機構
○国際交流基金
○酒類総合研究所
○国立特別支援教育総合研究所
○大学入試センター
○国立青少年教育振興機構
○国立女性教育会館
○国立科学博物館
○国立美術館
○国立文化財機構
○教職員支援機構
○日本学術振興会
○日本スポーツ振興センター
○日本芸術文化振興会
○日本学生支援機構

○国立高等専門学校機構
○大学改革支援・学位授与機構
○勤労者退職金共済機構
○高齢・障害・求職者雇用支援機構
○福祉医療機構
○国立重度知的障害者総合施設のぞみの園
○労働政策研究・研修機構
○労働者健康安全機構
○国立病院機構
○医薬品医療機器総合機構
○地域医療機能推進機構
○年金積立金管理運用独立行政法人
○家畜改良センター
○農畜産業振興機構
○農業者年金基金
○農林漁業信用基金
○経済産業研究所
○工業所有権情報・研修館

○日本貿易振興機構
○情報処理推進機構
○エネルギー・金属鉱物資源機構
○中小企業基盤整備機構
○海技教育機構
○航空大学校
○自動車技術総合機構
○鉄道建設・運輸施設整備支援機構
○国際観光振興機構
○水資源機構
○自動車事故対策機構
○空港周辺整備機構
○都市再生機構
○奄美群島振興開発基金
○日本高速道路保有・債務返済機構
○住宅金融支援機構
○環境再生保全機構
○国際農林水産業研究センター

国
立
研
究
開
発
法
人

○日本医療研究開発機構
○情報通信研究機構
○物質・材料研究機構
○防災科学技術研究所
○量子科学技術研究開発機構
○科学技術振興機構
○理化学研究所
○宇宙航空研究開発機構
○海洋研究開発機構

○日本原子力研究開発機構
○医薬基盤・健康・栄養研究所
○国立がん研究センター
○国立循環器病研究センター
○国立精神・神経医療研究センター
○国立国際医療研究センター
○国立成育医療研究センター
○国立長寿医療研究センター
○農業・食品産業技術総合研究機構

○森林研究・整備機構
○水産研究・教育機構
○産業技術総合研究所
○新エネルギー・産業技術総合開発機構
○土木研究所
○建築研究所
○海上・港湾・航空技術研究所
○国立環境研究所

行
政
執
行
法
人

○国立公文書館
○統計センター
○造幣局
○国立印刷局
○農林水産消費安全技術センター
○製品評価技術基盤機構
○駐留軍等労働者労務管理機構
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